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研究テーマ（発表タイトル） 

企業が製品コンセプトを消費者に伝えるためには 

 

 

１．研究概要（目的・狙いなど） 

本研究の目的は企業が消費者に製品コンセプトを伝えるためにはどうすればよいかを明らかにすることである。消費者に製品コ

ンセプトを伝えることで消費者は購買時における情報処理の負担が軽減し、製品固有の便益を理解することが出来る。また企業

はその製品固有の便益で他社製品と差別化することができる。 

本研究の重要なポイントとして 

・小売店の販売員が店頭で顧客に製品コンセプトを理解してもらうのと同時に、その製品を消費する際のイメージをさせる必要

がある。 

・消費者は製品コンセプトを購買時点で理解することで、消情報処理を軽減しつつ、「期待外れ」を減らすことができる 

・消費者に製品コンセプトを理解させるためには消費者の自己知識を顕在化させ、消費時のイメージをさせることが必要である。 

・消費者の自己知識をより顕在化させることができるのは小売店店頭の販売員である。 

これらが挙げられる。 

２．研究テーマの現状分析（歴史的背景、マーケット環境など） 

消費者が製品を購買する際にどのような情報処理をしているかを明らかにするために既存研究の整理をおこなった。 

消費者がどの製品を購買するかを意思決定する際、消費者の情報処理能力には限界がある。そのため消費者は情報の縮約

プロセスである知覚符号化をおこなう（青木；2010）。 

製品について客観的測定可能な特性情報から消費者が持つ複数のニーズに対して当該製品がそれを充足できるか否かにつ

いての主観的判断のことである属性情報にチャンキング（縮約）し、さらに属性情報から属性に関わるニーズの充足によってもた

らされる便益についての情報である便益情報へとチャンキングする。つまり知覚符号化とは客観的特性のかたまりである商品が 1

つの目的の達成に寄与するかどうかを消費者が判断するプロセスである（中西；1984）。 

このように情報を縮約して消費者は情報処理能力の限界を克服している。しかしそれでも消費者は製品のすべての特性を考

慮できるわけではない。実際、ヒューリスティクスと呼ばれる消費者が情報処理を軽減するために簡略化された評価ルールを用いて

消費者は代替品評価を行っている（青木；2010）。 



製品とは三つの層から構成されている（上原；1999）。一つ目が消費者の問題解決そのものである製品の核である。つまり

これが製品コンセプトである。二つ目が製品の形態である。これは製品の核を実現するための物的な製品形態である。三つ目が

製品の付随機能である。消費者が製品の形態を有効且つ効率的に使用消費しやすくするために売り手が行う付随サービスであ

る。これら三つのうち、消費者が購買しているものは製品の核（製品コンセプト）である。本研究において製品コンセプトとは消費

者の感じるニーズをユニークに満たすその事業・製品固有の便益を凝縮的な一言で表したものと定義する。（太田；2014） 

 

３．研究テーマの課題 

既存研究から、消費者は情報処理を軽減しようとするので、判断しやすい特性情報や属性情報に注目して製品を選んでしま

うと考察した。つまり、消費者はその製品の全体ではなく一部分を見て評価をしてしまう。すなわち、消費者は製品固有の便益を

理解することができていない。そこで消費者が情報処理の負担を軽減しつつ、製品を全体で評価をするためには、製品コンセプト

を訴求する必要があると考えた。 

しかし、製品コンセプトを言葉にしてそのまま伝えるだけで、消費者がその製品コンセプトが理解できるのかという疑問が残った。 

そこで、どのようにすれば消費者に製品コンセプトを理解してもらえるかを明らかにすることを本研究の課題とする。 

 

４．課題解決策（新たなビジネスモデル・理論など） 

・消費者に消費時のイメージをさせ製品コンセプトを理解してもらうためには、消費者に自己知識を顕在化させ、消費時のイメ

ージをさせる必要がある。そして消費者の自己知識を顕在化させるためにインターパーソナルコミュニケーションが必要であると考え

る。 

 ・インターパーソナルコミュニケーションとは、二者が互いの完全な理解、同一化を目指し、互いの気持ちや行動を予測しながら、

双方にとって意味のあるメッセージをやりとりすること、と定義する。（松本；2013） 

 ・インターパーソナルコミュニケーションが効果的に実現できるのは消費者と物理的距離が存在しない小売店店頭の販売員であ

る。 

 ・そこで販売員が消費者の自己知識を顕在化させるために何をすればよいのか提案をする。 

 ・販売員は自己開示と傾聴をすることが必要である。  

 ・自己開示はサービスや製品に関する情報だけではなく、販売員個人の製品とは関係ない情報を消費者に伝えることが必要で

ある。この効果として消費者からの好意が得られることと、消費者も自分の情報を提供しようとする返報性が挙げられる。 

 ・そして、さらに消費者が話しやすい環境を作るために販売員の傾聴が必要である。 

 ・自己開示と傾聴の二つを行うことで消費者の自己知識を引き出し、販売員がその消費者の情報を元に消費時のイメージがし

やすくなる提案をすべきであると考える。 

 

５．研究・活動内容（アンケート調査、商品開発など）  

本研究の目的は、企業が消費者に製品コンセプトを伝えるにはどうすればよいのかを明らかにすることである。 

そこで、製品コンセプトを消費者に訴求する意義を既存研究から考え、どうすれば製品コンセプトを消費者に理解してもらうために

小売店店頭の販売員が何をすればよいのかを提案する。 

 

６．結果や今後の取り組み 

小売店店頭で販売員とコミュニケーションを取ることに消極的な消費者にはこの提案を活用できないという問題点がある。 

また、本研究において、販売員が消費者に製品コンセプトを伝えるという提案を示したが、販売員が製品コンセプトを理解してい

るという根拠を提示することができなかった。 
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